
第８期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題 第８期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

御坊市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○少子高齢化が進み高齢者のみの
世帯が増え、さらに地域とのつな
がりが希薄になりつつある中、ひ
とりで健康づくりに取り組むには
難しい現状がある。
○年を重ねても自分らしく活動的
に暮らすことができるよう外出す
る高齢者を増やすことを目的とし
て、健康づくりに楽しみながら取
り組める環境づくりが必要であ
る。

「いきいき100歳体操」を実施
する住民グループの立ち上げ
を支援する。
リハビリテーション職が加わっ
て普及・啓発に取り組み、体操
の機会を通じた地域のつなが
りを維持する。

いきいき100歳体操を実施する住民グループ数
　　　　　　　 　 　　(R3)　 (R4)　 (R5)
　　グループ数　　１４　　２０　　２５

いきいき100歳体操を実施する住民グループ数
　　　　　　　 　 (R3)　 (R4)　 (R5)　年度末現在
グループ数　　１４　　１８　　１９
・理学療法士、保健師が、初回開催時及び１クー
ル終了時に同行し、実施方法や成果の評価など
指導している。
・既存グループにおいては、主体的な活動が定
着し、グループ内で相互の見守り関係が構築で
きている。
・新規グループの立ち上げは１か所となった。

○

・個々へのアプローチとして、中断者のフォローや要因分析
は実施できていない。
・自主グループということもあり、出席状況を把握できていな
いところもある。
・グループ数が増えることで、立ち上げ支援や体力測定時の
体制構築が課題。「住民サポーター」の育成を検討したが実
現に至らず、今後は今までお手伝いとして不定期に参加を依
頼していた在宅介護支援センターの職員や生活支援コーディ
ネーターに基本的な知識・技術の伝達を行い、立ち上げ、継
続支援を行う必要がある。

御坊市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○少子高齢化が進み高齢者のみの
世帯が増え、さらに地域とのつな
がりが希薄になりつつある中、ひ
とりで健康づくりに取り組むには
難しい現状がある。
○フレイル予防のためにも、若い
世代から生涯を通じて親しめる体
操の普及が必要である。

介護予防や健康づくりの一環
として制作した市オリジナル体
操「ステキ体操GO！GO！
GOBO」の世代を超えた普及
啓発の推進。

・世代を超えて「気軽に、いつでも、どこでも」を
目指し、市が開催するイベント等で参加者と共
に体操を実施する。

市のイベント、健康教室、健康ウォーキング、地
域の自主グループの活動において普及啓発を実
施、DVD・CDの配布を行った。
歌詞及び動画の二次元バーコードを掲載したチ
ラシを市広報と併せて配布した。
　　　　　　　　　 　 (R3)　 (R4)　 (R5)　年度末現在
普及啓発活動実績　　　４件　４件　18件
・市全体として市民の運動習慣の向上に取り組
むため、健康福祉課・生涯学習課・商工振興課
等と連携し、健康づくり作戦会議を開催（R4年度4
回、R5年度4回）、職員の健康づくりの取組につ
いて協議した。

○

・「ステキ体操GO！GO！GOBO」については、組織的な普及
啓発体制が構築できておらず、普及が進まない現状がある。
・市民に広めるために、まずは職員への定着を図り始業前に
市長が参加し市庁舎ロビーで実施。
・市長を先頭に、積極的な広報を実施する。
・教育機関・企業等への啓発活動、PR活動を行う。

御坊市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

○少子高齢化が進み高齢者のみの
世帯が増え、さらに地域とのつな
がりが希薄になりつつある中、要
介護状態となることを防ぎ、遅ら
せ、地域で暮らし続けるには難し
い現状がある。
○ケアマネジメントのスキルアッ
プを図り、本人、家族、専門職間
の連携と介護予防サービスの質の
向上を目指す必要がある。

介護予防のケアプランが、心
身機能・生活機能・生活習慣・
社会参加の改善と日々の暮ら
しの意欲づくりに資するものと
なっているか、本人、家族、専
門職を交えた自律支援サポー
ト会議で検討する。

自律支援サポート会議開催回数
　　　　　　　　　　　(R3)　　(R4)　　(R5)
　　開催回数　　　３件　　１２件　　１２件
・理学療法士、福祉用具専門相談員、栄養士
など専門職を交え、月１回を目安に自律支援
サポート会議を開催する。
・ICTを活用した、遠方に住む家族や様々な関
係者とも連携が取れる体制を構築する。

自律支援サポート会議の開催
　　　　　　　　　　　(R3)　　(R4)　（R5）
　　開催回数　　　３件　　８件　　３件
・地域包括支援センターが主導し開催。
・ICTを活用したオンライン開催の環境を整備。
・自立支援型地域ケア個別会議の実施について
検討、リハビリテーション専門職対象、介護支援
専門員対象、事業所対象にそれぞれ説明会を開
催し、モデル会議を実施した。

○

・短期集中予防サービス事業の実施に当たって、自立支援型
地域ケア個別会議開催が必要不可欠である。
・近畿厚生局の伴走支援を受けて、モデル会議の開催に至っ
た。
・個人宅で開催する自律支援サポート会議は、理学療法士を
雇用したことにより、気軽な開催を呼びかけることができてい
るが、その他の専門職の調整が課題。
・職能団体を通じ、専門職（薬剤師、栄養士、歯科衛生士な
ど）との関係づくりに取り組む必要がある。
・「自立支援」に関する認識のすり合わせが必要。
・市の考える自立支援について、地域ケア会議などの機会を
通じ認識を共有し、規範的統合を図る。

御坊市 ②給付適正化
○調査員の質の向上及び調査内容
の平準化を図る必要がある。

要介護認定の適正化

市職員による認定調査票の点検実施
　　　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
　　点検数　　 全件　　　全件　　　全件
・市職員による認定調査票内容の点検を行い
調査内容の平準化を図る。

市職員による認定調査票の点検実施（全件）
　　　　 　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
点検数　1,302件　1,533件　1,218件
・すべての認定調査票を確認し、主治医意見書
の内容と齟齬や乖離がないか併せて点検し、調
査内容の平準化につなげている。

◎
・人事異動による知識、スキルの引継が課題となっている。
・点検を行う職員体制の強化、資質の向上に努める。
・引き続き、全件の点検を実施する。

御坊市 ②給付適正化
○調査員の質の向上及び調査内容
の平準化を図る必要がある。

要介護認定の適正化

市職員による更新認定調査実施割合
　　　　　　　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
　　直営実施率　　 83％　　　86％　　　90％
・遠方を除き、新規・変更申請の認定調査は直
営で実施している。
・更新申請についても直営による認定調査実
施率を増加させることで、調査内容の平準化を
図る。

市職員による更新認定調査実施件数の占める割
合
　　　　　　　　　　　　(R3)　　(R4)　　(R5)
　　直営実施率　　 60.5％　84.8％　97.7％
・認定調査員を増員し、更新認定調査の委託割
合が減少した。

○

・調査員によって、特記事項の介護の手間や、判断に迷った
際の根拠の記載内容に差がある。
・新任調査員には伝達研修を実施し、現任調査員の調査に
同行するなど個別指導を行う。調査レベルの平準化、統一化
を図っていけるよう研修会を開催する。

第８期介護保険事業計画に記載の内容 R５年度（年度末実績）
保険者名
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区分 現状と課題 第８期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 R５年度（年度末実績）
保険者名

御坊市 ②給付適正化

○利用者の「本人らしさ」の尊重
と自律支援に資する健全なケアマ
ネジメントによる、介護サービス
の利用と提供が行われる必要があ
る。

ケアプランの点検

ケアプラン点検の実施
　　　　　　　　(R3)　　(R4)　　(R5)
　　点検数　　 11　　　17　　　22
　　事業所数　11　　　11　　　11
・ケアマネジメントの質の向上を目指し、指定居
宅介護支援事業所及び小規模多機能型居宅
介護事業所を対象にケアプラン点検を実施す
る。

ケアプラン点検の実施
　　　　　　　　(R3)　　(R4)　　(R5)
　　点検数　　 45　　　36　　　34
　　事業所数　11　　　11　　　10
・市指定居宅介護支援事業所8事業所（R4年度
に1事業所廃止）及び小規模多機能型居宅介護
事業所２事業所、すべてを対象にケアプラン点検
を実施した。
・居宅介護支援事業所は点検未受検の介護支援
専門員を中心に、包括職員（主任ケアマネ・ケア
マネ・理学療法士）と事務職で、面談方式で実施
した。
・長期にわたる短期入所利用者のケアプランは、
月に一度点検を行っている。
・居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラ
ンについても、検証を行った。

○

・対象ケースの選定や、事前の準備なども合わせ、点検や指
導に時間と知識を要することが課題となっている。
・サ高住等に居住する者のケアプランや、区分支給限度基準
額の利用割合が高いケアプランを中心に選定しているが、適
正化システムにより出力される帳票の活用など効果的な手
法を検討する必要がある。
・区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ、訪問介護が
利用サービスの大部分を占める居宅介護支援事業所につい
ては、検証を行い、見直しが必要とされても助言が生かされ
ず、同じ事業所の検証を繰り返すことになっている。
・ケアマネジャーに地域資源に関する情報提供を行い、自立
支援に向けたサービスの提供につなげる。

御坊市 ②給付適正化

○住宅改修時にリハビリテーショ
ン職が関与できる仕組みを設け、
過不足なく、かつ、利用者が真に
住みやすい環境となる住宅改修を
進める必要がある。

住宅改修等の点検

実地点検の実施
　　　　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
　　点検件数　　 ３件　　　３件　　　３件
・住宅改修申請時にリハビリテーション職が関
与できる仕組みを設け、過不足なく、かつ、利
用者が真に住みやすい環境となる住宅改修を
進める。
・必要に応じて利用者及び居宅介護支援専門
員から聞き取りを行い、実地点検を行う。

実地点検の実施
　　　　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
　　点検件数　　 0件　　　11件　　　13件
・申請書類等だけでは必要性の判断がし難い
ケースについては、介護支援専門員に適宜聞き
取り調査を実施、必要に応じて理学療法士が実
地点検を行った。
・居宅介護支援専門員に対し、理由書の記載方
法等の勉強会を開催した。

◎

・ケアマネジャーのアセスメント不足により、過剰な住宅改修
であったり必要性が判断し難いケースがある。
・理学療法士が、申請書類等についてもすべて確認し、必要
に応じて改修前後のアセスメントに同行している。
・理学療法士の相談体制の積極的な活用をケアマネジャー
に促す。

御坊市 ②給付適正化

○福祉用具の購入が、利用者の自
立支援に資する適切な介護サービ
スとなっているか検証する必要が
ある。

福祉用具購入時のヒアリング
福祉用具購入ヒアリング
　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
　　件数　　 ３件　　　３件　　　３件

福祉用具購入ヒアリング
　　　　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
　　点検件数　　3件　　　8件　　　6件
・申請書類等だけでは必要性の判断がし難い
ケースについては、理学療法士が適宜聞き取り
調査を実施している。

◎
・今後も継続して取り組む。
・理学療法士の相談体制の積極的な活用をケアマネジャー
に促す。

御坊市 ②給付適正化

○福祉用具の貸与が、利用者の自
立支援に資する適切な介護サービ
スとなっているか検証する必要が
ある。

軽度者例外給付の届出の徹
底

軽度者例外給付届出割合
　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
　　届出率　　 100％　　　100％　　　100％

軽度者例外給付届出
　　　　　　　　　　(R3)　 　(R4) 　　(R5)
届出率　100％　24件　　29件　　23件
・軽度者への福祉用具貸与については、国保連
合会から提供される帳票を基に点検を実施し、未
提出者には指導を行っている。

◎

・軽度者例外給付については、今後も届出の徹底を指導す
る。
・適切な介護サービスが提供されているか、リハビリテーショ
ン職も含めて検討を行う。

御坊市 ②給付適正化

○利用者の「本人らしさ」の尊重
と自律支援に資する健全なケアマ
ネジメントによる、介護サービス
の利用と提供が行われる必要があ
る。
○適切な介護サービスの提供が行
われることで、介護保険料の上昇
抑制につながる。

医療情報との突合・縦覧点検

医療情報との突合
　　　　　　　(R3) 　　(R4) 　　(R5)
　　実施率　100%　　100%　　100%

縦覧点検
　　　　　　　(R3)　 　(R4) 　　(R5)
　　実施率　100%　　100%　　100%

医療情報との突合
　　　　　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
実施率　100％　3,148件　3,198件　3,371件

縦覧点検
　　　　　　　　　　　(R3)　　　(R4)　　　(R5)
実施率　100％　2,686件　3,096件　2,687件
・和歌山県国民健康保険団体連合会への委託契
約を継続し、提供される情報をもとに医療保険担
当部署と連携し、請求内容の点検・過誤請求の
発見に努める。

◎

・引き続き、和歌山県国民健康保険団体連合会への委託契
約により実施する。
・今後は適正化情報も活用し、請求内容の点検を実施し給付
の適正化につなげたいと考えている。

御坊市 ②給付適正化

○利用者の「本人らしさ」の尊重
と自律支援に資する健全なケアマ
ネジメントによる、介護サービス
の利用と提供が行われる必要があ
る。
○適切な介護サービスの提供が行
われることで、介護保険料の上昇
抑制につながる。

介護給付費通知
介護給付費通知書の送付
　　　　　　　(R3) 　　(R4) 　　(R5)
　　実施率　100%　　100%　　100%

介護給付費通知書の送付
　R3年度　6,235件　　実施率　100%
　R4年度　6,267件　　実施率　100%
　R5年度　6,288件　　実施率　100%
・介護給付費通知書を利用者全員に年に4回送
付した。
・通知書を送付することで、利用者自らサービス
の利用状況を確認する機会とする。
・不正請求・不当請求を抑制するとともに、利用
者からの相談や苦情に対して事業者への指導・
助言を行う。

◎
・送付の際には内容についての問い合わせもあり、関心を持
つ機会となっている。
・費用及び事務負担に対して、適正化の効果が見えにくい。
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